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19世紀末におけるフランスの共済組合(上)

中 上 光 夫
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第一^享共済組合の歴史的概観 

第二享共済扭合の制度 

第 一 節 1850〜52年法♦下の共済組合制度 

第 二 節 1S9S年法による共済組合制度’ 

第兰節共済組合に対する補助金制度 

第四節共済組合の財政 

(以下次号）

第S 享共済組合の救済機能 

第四享共済組合の新たな発展 

結 語

序

( 1) ( 2 )
共済組合は r社会保障の原型J であるといわれる。その根底に流れる相互扶助の精神は，現代に

. 園 ' , . . .  , -

おいても社会保障の基礎を形づくっている。共済組合が，それ自体では諸個人の生活維持の問題に
■ - .

十分に対処し; ^タ:かづたが故に社会保障制度が登場してくるとも言えるにせよ，歴史的に見れば， 

社会保障の亮展は共清組合の発展と乎行している。共済組合は，現在も，プランス社会保障の法定 

制度とは別個の存在である力％ それを補足するものとしての役割を期待され，広義の社会保障の
. . . . . . .  '
制度とレて発展を遂げてきたのであった。そのカヴァ一する人員は多く，現代のフランスでは国民

注（1) 本稿における r典済組合J とは, 原語で《Mutuality》，̂Soci6tes de secours mutuels)), ((mutuelles：̂, «Soci6tes 
mutualistes》などと記述される。
.，ここで対象とする時期に於ては* 《Sociもt6s d6 secours mutuels》がその正式名称であり,それは英訳された場合 
には， *friendlv societies', ^mutual benefit societies’， 'mutual aid societies’ などとなる。この原語の意味を 

伝えた訳詣としては，r相互挟助組合J が適当と思われるが，ここでは固有名詞の場合以外は，填にr共済組合J とし 

ておいた。
なお, 1945=ffil0月19日の大統値令によって《SociM6s de secours mutuels》という呼称は廃止され，《Sociもt6s 

inutualistes))がそれfcかわゥた。 Roinain Lavielle, Histoife de la Miitualite, Paris, 伽も p , 177.
( 2 )，Jeail-Jacques Dupeyroux, Securite sociale, Pafis, 1972,上村政ま. 揮ジI:良治共?X 「フランスの社会保隙J 光 

生能，202K. .
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( 3 )
3 人に 1 人は共済組合員なのである。

フランスにおいて并済組合が顕著な発展を遂げるのは19世紀末以降であるその社会は，工業化 

への発展が進行しているにせよ，依然として小生産者が中心で， リベラルな伝統が強かりた。そこ 

では，強制的な社会保険制度が導入されるにしても，それへの皮撥は強く，むしろ任意的•自助的 

な救済制度の一層の発展が望まれたのであった。こうした中で，共済組合は従来の束縛を解かれ， 

住意的，白助的救済制度への期待に応えるものとして，その飛躍的発展期を迎えることになるので 

ある。

本稿は，19世紀末から20世紀初頭にかけてのフランス社会において，とりわけその社会的救済制 

度において> 共済組合が如何なる位置を占め，また，どのような役割を果していたかを明らかに■し 

ようとするものである◊

第一章共済組合の歴史的概観

1
共済組合の原基形態を集団の成員の相互扶助組織に求めるとすれぱ，その歴史は非常に古く，

4 千年前の古代文明期に既に見られたといわれる。社会の下層隙級を中心に発達した相互扶助の
* f  4 )

精神に基づいて， ローマ世界でも，同業組合や葬式組合等の招互扶助的団体が存在した。

10〜11世紀に各地で「商業組合（h an ses)jやギルド，それに「友變会（amidもs , また， fraternites 

も同種組織)j が設立される力; , それらと平行してコンプレリ（ConfrSries) と呼ばれる宗教的色彩

をおびた慈善的団体  ■ところ{こよってはシャJ)チ （CharitSs)とも呼ばれた一 ^が設立されていっ

た。各職業には，それ自身のコンブレリが作られた。コンフレリは教会に本部を置き，連帯と互助 

の活動を行った0 そのメンバーであるコンフレール（Conむ6res) は毎年め拠出と互助を誓うことに 

よって，現金給付 （prestation en e s p i e s ) ,資金貸出，老齡廃疾年金，入院，遣児への援助ぎの救: 

済を受ける権利を与えられた。コソフレリの活励は布施や慈善の観念と結びついていたのであるが, 

ここには，現代の共済組合の根底にある自発的拠出と不時の際の給付という関係が存在していたと 

いわれる。

当初， コンフレリは親方♦職 人 ，徒弟が無差別に加入しており，大革命まで朱分化のままのもの 

もあっすこが，職人は，次第に，親方との利害対立や既存め同職組合（5：oriioratkm自et corps de me. 

t i^ r s )への加入の困難化，また遍底のために, 同職の労働者だけからなる別の組合を作り始めた„

注（り 1970ぶPに於て, 1万の共済組合とし700方人の組合員力t存.ずI:した0  Jean-Jacques Dupeyroux, Droit de la sicurit^ 
sociate (6*̂  Edition), Paris, 1975, p. 964*この時期のフランスの人口はおよそ5千方人セある◊
なお，成人の国民の2 人に1人が兆濟組合員であるともいわれた。Laviむlie, op. d L , p, 9,

( 4 )  T hierry Laurent, La Mutuality frangaise et le Monde du travaiU Paris, 1973, p ,IK  ,
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19t!i'紀末におけるフランスの共済組合（上）

それは職人組合（C om pagnonnage)jと呼ばれ，秘密結社的性格を保持- しつつ，共済活動と職寨 

目的の活動を行った。

M世紀から18世紀にかけて, 王権は，産業，財政政策及び治安対策の観点から，同厳組合に保護 

統制を加え，コンフ.レリや職人組合を禁ほしたが，そんらは大命に至るまで存続する。そして， 

それらのうちのいくつかは激動の世紀を生き抜V、て，時代とともtこ变化を蒙りつつも名称や固有の 

性格を保持して現在にまで至っている。例えば，パリの指物師職人のコンフレリとして1694年に創 

設された聖アヌ組合（Soei6t6 de Sainte-Anne)や，1720年にパリでコンフレリとして創設され， 

1780年に改組されたパノチクュック組合（Soci6t6 Panotechnique de Prevoyance)は，今日に至る

まで，ある時は公然と，ある時は秘密裡に存在し，疾病救済を中心とした共済活動を中断するとと
( 6 )

なく続け，現在では最も近代的に管理された共済組合になっているという。 ，

2
フランス弗:命は自由な職業活動を妨げていた同職組合を鹿止するが，それだけにとどまらなかゥ

た。人権宣ぎや立憲譲会の1790年 8 月20日政令（d ^ re t ;)は，法の遵守の下での団緒権 （dioit de

s-assem bler)を認めていたが，実際には，1790年末から共済組織を設立しようとする労働者の試み

は抑JEEされた。1791年 6 月14〜 17日のル•シャプリモ法はすべての民衆団体（soci6tるs populaires)

を禁止するが, この法案の起草者は次のように宣言していた。「廃止された同職組合（Corjporations)

を再建しようとする者がいも。 ’ .，これらの集団の目的は，労働日の細格を引上げ，労働者と仕事場

内で彼らにf土事を与えている人とが和協的に契約を結ぶのを妨げること（である）。. . .その集03は市

町村の認可を得るた:めにもっともらしい理出を示した。即ち，それらは，.病気や失業中の同一職業

の労働者に救済（s e c .o u r s )を得させるためだと称した。…だが…国こそ力';,役人（officiers publics〉

こそが，その名において，生活のために仕事を必要とする人々に仕事を，障害者に救済を与えるベ 
( 8 )

きなのだoj

立憲議会は，労働者の抵抗の有力組織であった職業的団体，とりわけ職人組合の一掃を意図して， 

共-済組食に特に厳しい弾圧を加えた0 他の本命政府は，聖ァヌ組合のようないくつかの福祉組合 

(societes de b ien faisan ce)を例外的に存続させたが，労働者が新しい傅愛的組合を設立するのを 

抑えていた。

社会問題解決を国の資任とする思想は，ル . シャプリユ法においても,その後のジャコバン主

注（5 )  Ibid., p p . 12- 1も Lavielle, op. cit., pp. 21 -23, 2 5 .なお，職人だけから構成されたコンブレリもあったo 平夾(■プ 

ランス労働者政策史論J 晃洋書房，1976律，98Ho 
( 6 ) Laurent, op. ciL, pp. 14-15. Lavielle, op, cU., pp. 28-30'
( 7 ) 木稿では，d 6 c re tを I*政令J, a r r e t eを r命と訳しておく  有;{ji享監修 r a — 口ジバの社会保障法J 策样経ホ新 

報社，Ilf{和52年*, 3ぼ参照◊
( 8 )  Laurent, op‘ cit" p p . 17- 19, ’

■------  €6 ぴP )— —̂



国家と市民しか考えないr社会契め論j の理論の中では，国家による救済という理，論が，社会閲係において急進的個 

人主義を補完するものだと考えてもなんら不合理ではなかった。Henri Hatzfeld, Du PaUperisme a la Securite 
sociak 1850-1940, Paris, 1971, p. 193.
コンドルセ（A .-R  de C on dorcet)は怠情を促進することのない救済制庇の必要性を認め，C老臉こ金と相冗找ゆの 

貯善金々 n (caisses cTもpargne de retraites et de secours m u tu e ls ) jの劍設を唱タて1世紀後の社会保除制鹿 

の思想的先躯者となった。Laurent, op. cH., p. 20. Lavielle, op. cit., pp. 35-37.
Ibid., p. 38.
Laurent, op. cit.  ̂ pp. 21-23.

66 {4 7 0 )

義によっても認められていた立憲譲会ほ救済事業を組纖し，職業紹介機関の創設を立法化した。

国民公会は貧困な市民に年金を与えるという法律を制定し，今日の年金思想に端緒を与 1̂0す?:。だが，

ここでも，フランス本命ほその偉大な理念を表明したにとどまるのであって，当 時 の r国j にはそ

の責任を果たす能力もなく，実現可能なプランがたてられたとも言えない。国民的救済制度は実現

され/ f , むしろ，旧来の制度の破壊によって混乱をきたしたのであった。

共済組合も，キ命によって大きな打撃を受けたが，壞減したわけではなかった。本命期の終りま

でほとんど非公然であった共済組合は，19jii‘紀に入ると再び公然と姿を現わすようになる。共済組

合はもはや禁止されず，新政府から黙認された。ル . シャプリュ法は，依然として同職の貴'労働者

が職業的利益のために団結するのを禁じており， この時期の共済組合は，しばしぱ，労働者にとっ

て惟一の合法的な団結の手段であり，大都市では大きく発展をとげた。組合に不信を抱いていた政

府としては，それへの監視を怠らなかった0 組合設立は政府の事前認可制のもとにおかれ，組合に

は r将来への準備(prもv o y an ce )jという目的を明確にし，法を遵守する旨を示した規約が必要とされ,

組合集会には当局者が臨廣した。 1810年の刑法第 291条は，20名以上のあらゆる0 体の事前認可制 
• ( 11)

を決めた。一方で，ナポレオン政府は共済組合をよりよく監視するために，1802年に， r博愛協会

(Socicte philanthropique)jを復活する。これは1780年に創設されたが,王が会長兼保護者であっ

たため，立憲譲会によって廃止されていたのであった。博愛協会は内相をはじめ何人もの著名人を

メンバーとし，体制的な共済組合の発達を促進するとともに，無料食事:給 与 所 （sbur^es populaires)'

や無料診療所（dispensaires)を設立するといった若干の社会ぎ業をも行った。体制的共済組合促進

のために, 協 会 は 共 済 組 合 促 進 委 員 会 を 設 置 し て ，工場の経営者や県知事に, 60人の労働者

が救済金庫を設3̂ する場合には100〜200 f r . の援助を与えるという通知を出し，また7其*'ィャS グ

ループのためのモデル規約を作ったりした。1808年には，傅愛協会は約40の共済グループと懷りを 
( 12)  •

もっていた。この頃には共済組合の救清機能の有用性も認識されるようになり，共済組合を根絶し

ようとする実現困難な方策をとるよりも，その健全な発達を促進することが考慮されるようになっ 

てきていた。

王政復古後にも博變協会の活動は引き継がれ，ルイ18世はその保護者にして終身会長になっすこ。 

1823年には傅愛協会は143組合，約 12,000人を後援していた。共済組合に対する政策としても，違

r三旧学会雑誌J 72卷 4 号 （1979年8月） .
(9)

き-̂ l iU 族 倘 • ^ 卞 が ， •後，ft''おがiii$お 雄 ホ 、線

10)

注'
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反行為への監視は続けられていたが，それ以外では，組合新設時に規約条項の最小限の変更は求め 

られるにせよ，組合運営は千渉されず，活励の自由は認められていた。共済組合は疾病 • 障 害 （irt*
ぐ】*̂〉

firm e)，老齢への給付（secours)を行うものとされていたが，失業給付を行っている組合も見られた。

若千の組合は, 従来から，組合の公然化を避けるために政府の利益供与のE|3し出を拒否していた 

力' ; , 1824年以降，博愛協会とその後援下の共済組合との結合も衰退し始める。統制や篮督にもかか 

わらず，協会から保護後見されていた組合の中にもストライキを行うものが現われ，共済組織は労 

働者の職業問題と不可分の存在だというととが再び明らかになった0

19世紀に入ってから設立された共済組合の少なからぬ部分が同職の労j i 者を集めた組合であった 

力;，1830年の革命後，共和主義的な潮流に乗って，多数の既存の共済組合は賞労働者の防衛組犧に 

改組され，また，そのような担織が新設された。1834年までの賞金下落と生計費上昇の中で，これ
ひり

らの共済組合はこの時期の多数の暴動の原動力となった。こうしたま:態に直面して，ルイ，フィリ 

ップ政府は1834年 4 月10日法によって刑法第291条を厳格化し，組合への認可は常に撒回されうる 

ものとし罰則も強化した0 この法肆.の公布日にもリヨンで暴動が起り， 3 日後にはパりの暴動が続 

くと，政府は軍隊をもってそれらを厳しく鎮jEEした。共済組合のもつ有用な側面は理解されていた 

から, 1834年の事件以後政麻は少しずつ庄迫を■ め， ミリタンチィスムを放棄し厳格な統制を受け 

入れた典済組合を黙許し，時には助成しだ。しかし，反乱と抑圧の連鎖の結果として，七月王政下
ひ5)

では共済組合はあまり発達しなかった。

19世紀末におけるフランスの共済組合（上）

二月革命は，暫時，共济組合をすべての桂梢から解放した。第二共和政憲法は結社• 団結♦請願 

♦爱現の権利を認めた。刑法第291条は廃止された。1848年 7 月28日政令ぱ結社のき由への規制措 

置であづたが，それでも市町村当局への単なる届出による団体結成を認めた。その結果，前体制下 

では年平;！:そj新設組合数は32であったのに対•レて，1850年 7 月までに411の共済組合が設立された。 

この年には，約 2 千の組合がはぽ10万人の加入者を集めていた。

まもなく，政府はこうした寛大な政策の変更の必要性を感じる。一方で，共済組合の自立はある 

種の組合を下手な營理による破産の危險へと導き，他方で，労働者の組合は r将来への準備J の话

注(13) Lavielle, op. cit., pp. 42-43.
( M ) 有名な1831ギのリヨンの暴動について解説したものとして，河野健：：：rプルードン主義の背景J 三（同氏編 rプル一ド 

ン班究J 岩波書店，1974年，所収）がある。1S30年代のジ£1ンのポ件のホ心となったのは，紹棒物業の翻方や職人の 

組 猫 r相互義務組合(Soci6t6 du devoir m u tu e l) jであった。この組合はMutuellistes (共済組合員，また，相 

冗主義者とも訳される）とか，Soic6te des M utuellistes i も呼ぱれたが，実熊は，通常の共済組合の活動をはと 

んど行わない職藥防衛0 体であったといわれる。それは，刑法第291条をまぬがれるために20人以下のグループに分割 

された秘由結社でもあった。1851年に解散させられている。Office du T ravail (Minist^re du Commerce, de 
riiidustrie, des Postes et des T6l6gi'aphes), L es Associaiion Pro/essionneltes ouvrilres (商孩智労f励局 

の 「労働者職業ffl体J に関する調®報告）Tome I I , 1901, pp. 245-259.
(15) Laurent, op‘ cit., pp. 24-28.なお，共済組合は，1835年に法的に承認された。Jacques Doublet, Security Sociate, 

P a r i s ,196も p . 1 5 . '
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動を行 '̂ 、ながら秘密裡に職業的活動を行っていたからである。第二共和政も遅ればせながら共済組 

合への雖視と媒制に乗りだす。特別委員会に法案作成が委託され，それは1850年 7 月15日に採択さ

れた。 この法斜iは共済組合を二つのカテゴリ------ 方̂は今まで、通り，他 方 は 「公益の承認J を得た
. ' .■

組合—— に分類した。後者は多 <：の特典が付与されると向時に，当局による保護と藍視の制度下に
\ • ■

'おかれることになる。これは1848年の II由とそれ以前の抑圧との一種の妥協であり，帝政期や王政

復古期の方式の再開であった。しかし，こうした特典の供与もごく僅かの組合を引きつけたにすぎ
ひ6)

ず，他の組合は自由に運営できるはうを好んでいた。

ナポレオン三世はとりわけ共済組合に関心をもっていた。彼は，労働者を新体制に引き寄せ，帝. 

政の中で社会進歩を促進するために共済組合を利用しようとしていた。「貧困の絶減j の著者であ 

ることを忘れていなかった1849年に，ルイ，ナボレオンは立法議会へのメッセージの中で，共済組 

合が失業 . 障害，老齢に対して勤労階級を保護しなけれぱならないと述べたが， ここでも，共済組 

合の有用性を利用しつつ，それが職業的利益の耍求行動を起したり秩序に背いたりするのをいかに 

防ぐかが問題やあった。そして，彼は，悪の根源が共済組合と労働界とが相互に渗透しあっている 

ことにあるということを理解するに至る。かくして，彼は次のような共済組合政策の三つの柱を設 

定する。第一は共済組合に対する厳しい統制であり，第二は協力的な組合に対する多大の援助，第 

三は共済組合に非職業的加入という形態を与えることである。1852年 3 月26日政令は刑法第291条

と1834年法を再発効させ，また，新 た に r同意共済組合j というカテゴリを設け，この組合を恩恵
(17)

と統制の制度下においた。この政令は，従来の共済組合が職業的基盤に依拠していたのを地域を基

盤とするように転挽することをも狙っていた。職業的結合という等質性をもたない共済組合は内部 

に異なる利言をもち，組織の連帯やダイナミズムも弱められていて政府の統制も受け入れやすく， 

しかも，共済組合が異なる階層の人々から構成されれぱ，富裕な階層の余剰の當と勤労階級の節約 

とが一体となって貧困の緩和に振り向けられ，前者の階層が後者を教化することと相俟って，雨者 

の乳練が除去され，和解がなしとげられうるものと期待されたのである。こうした政策は，それま 

でロー 力ルで私的な企てにすぎなかった共済組合を一般的で公共的な制度にまで高めるという結果 

をもたらすことになる◊ ,

政府のこの政策に対して，権力に不信を抱いていた共濟組合は特典の取得を断念して自主性を保 

持した。政府に服従しない組合の多くは共和主義者か帝政の反対者から構成されており,厳しい監 

視にもかかわらず，耍求实現の活励をおこなった。その中のいくつかの組合は抵抗組合に変化し， 

後にサンディカリスムの起原になる。 ’

1852印:には共済組合総数2, 483のうち，当局の「同意j を得た組合は約1 割ほどにすぎなかった

注（16) Laurent, op‘ c ii" pp. 31-33#
(17) Ibid,, pp- 35-37.
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Ibid‘, pp. 41-44,
I  bid it pp. 45-48.
ルペーは rフランスの最初の共资組合員（le 〈〈premier m utualiste de F r a n c e ) » jとほ称し，ま勢な共済組合あご会 

(un banquet m u tu a liste )を生宰する'など共済組合の発展に貢献した。l^avielle, op. cit., pp. 60-6J.
Laurent, op, cU‘, p, 49.
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が， 1855ギには総数3,130組合の約3 分の 1 ,1 8 6 0 年には4 ,2S4組合のうち約60バーセント，1870年

には5,788組合のうち73バーセントと，同意組合は増加していった。政府の政策は，大筋に於てそ

の目的を達成していくのである。帝政の度史と共に共済組合数は顕著な増加を示したが, これは車-

ら市町村的な同意組合の増加に負っており， 「同意 J を得ない共済組合—— 「認可組合J と呼ばれ
(18)

る—— は絶対数においても徐々に減少し，1870年には約1，500組合になっていた。

第三共和政になって共済組合制度に多少の修正も見られたが，当分の問，政沿の自tiiiEfe義化r も

かかわらず，1850〜52年の法令を基本とする制度が続く。1870年の戦争やコミュナリストの運励の

.ために，1861年になるまでは政麻も議会も共済組合制度の改本に着手しようとはしなかった。

この間，帝政下で「同意J を得た共済組合は，当初，反共和派的傾向を示し，智くしてそうした

態度を放棄する。一方 , 帝政下で共和主義的傾向を示していた認可組合は，共和政政府の民主主義

的な政策によって援助されるようになる力'もその結果，それまで労働界と-^定の繁りを保持してい

たこの組合が，その主要な政治的支持者を朱い，職業問題から切り離された地域的共済組合になっ

たり，また，労働組合へと恋化して労働運動に結びつくことになる。かくして，共済組合とサンディ

カリスムの分離が完成していく。共済組合では，地域的 . 異職種的な加入が続いていたので，商人，

職人，小農民，小企業主といった独立労働者層が加入し，その構成員の一つめ生要要素となる。彼

らぱ広い意!^ で、の労働者であるにせよ，i 活 .雇用条件の改善のためと闘争をしている労働界に厲

するものではなく， ‘「中産階級」とかプチブルジョワと呼ばれるものに近かった。 共済組合のこう

した様態は，社会平和の拡大を望む政府の期待するところであった。

1898年に新しい共済組合法が制定される。それは旧法令の監視的侧而を一掃し，共済組合に好意

的な保護を与えるもので，以後半世紀間にわたる共済組合憲ぎ (Charte de la M u tu alite )となる。

今世紀初頭, 共済'組合は長期の釋蓄によって新しい階級を作り出すという働きをする社会移動の

ための自発的な組織として称讚され，その飛躍的なを展期を迎える。本命記念日には共済組合員の
(20)

行列があり，「共済組合の木」が植えられた。1905年には大統領ルベー （Emile Loubet)が 40年以

上共済組合員であるという資格で，この木を植えた。また, 共済組合の栄光を讚えて，装:会で乾杯
(21)

がなされ，「共済組合の詩J が朗読された。そのような時代になっていたのである。

一•つの耍約を与えてみよう。19世紀前半期まで，プランスに於ても，共済組合とは相互扶助の組 

織であるにとどまらず , 労働者の職業的旧休であり，時に反政府的な政治0 体であったのである。 

従って，政府の共済組合政策も治安対策的側面が強かった。ナポレオン三世の政策も同趣旨であ0

)

)

)

 

)
 

8
 

9
 

0
 

1

0
 

0
 

^
 

e

 

0



r三ffl学会雑誌j 72巻 4 号 （1979年8 月）

(1)
表 1 共済組合の組合数と組合員数の推移

報告を提出した組合（!2月31日現布）

イ厂1か
ホM ロ あじ、®X V 1^/j 丄 口 ろ)i/tii/

成人の同意組合 自由組合(認可組合） 総 計
^rJ3c -

成 人 の  

同 恋 組 合

自由組合 
(認可組合）

総 評 組合数 組合貝数 組合数 組合員数 組合数 組合賈数

1853 439 2,256 2,695 (2) 66,646 (2) 222,800 (2) 289,446
1854 787 2,153 2,940 104,033 211,768 315,801
1855 1,063 2,060 3,123 128,576 216,552 345,128
1856 1,406 1,998 3,404 167,568 212,032 379,600
1857 1,668 1,937 3,609 201,839 215,042 416,881
1858 1,939 1,939 3,879 236,113 212,801 448,914
1859 2,274 1,869 4,143 264,472 208,383 472,855
1860 2,514 1,738 4,252 302,008 192,675 494,683
1861 2,653 1,792 4,445 324,860 211,495 536；355
1862 2,892 1,494 4,386 352,654 212,509 565,163'
1863 3,031 1,496 4,527 379,953 218,025 597,978
1864 3,356 ,1 ,4 7 4 4,830 410,506 218,280 628,786
1865 3,631 1,667 5,298 462,343 223,199 685,542
1866 3,916 1,698 5,614 500,740 .232,178 732,918
1867 4,127 1,702 5,829 524,602 225,988 750,590
1868 4,272 1,816 6,088 550,891 234,961 785,852 .
1869 4,398 1,741 6,139 556,929 237,544 794,473
1870 4,729 1,509 6,238 528,901 203,091 731,992
1871 4,263 1,524 5,787 4,263 489,006 1,524 194,968 5,787 683,974
1872 4,237 1,556 5,793 4,237 494,198 1,556 197,043 5,793 691,241
1873 4.,194 1,583 5,777 4,194 512,982 1,583 204,671 5,777 717,653
1874 4,152 1,596 . 5,748 4,152 517,268 1,596 213,405 5,748 730,673
1875 4,179 1,628 5,807 4,179 533,383 1,-628 217,101 5,807 750,484
1876 4,273 1,650 5,923 4,273 550,909 1,650 225,679 5,923 776,588
1877 4,352 1,726 6,078 4,352 573,472 1,726 241,001 6.078 814,473
1878 4,474 1,819 6,293 4,474 590,852 1,819 251,325 6,293 842,177
1879 .4,615. 1,910 6,525 4,615 606,815 1,910 262,784 6,525 869,599
1880 4,790 1,987 6,777 4,790 640,613 1,987 276,858 6,777 917,471
1881 4,958 2,053 7,011 4,841 663,287 1,983 278,294 6,824 941,581
1882 5,188 2,091 7,279 5,056 704,744 2,038 283,948 7,094 988,692
1883 5,366 2,130 7,496 5,246 719,020 2,075 285,309 7,321 1,004,329
1884 5,570 2,173 7,743 5,446 754,453 2,146 291,080 7,592 1,045,533
1885 5,744 2,216 7,960 5,621 776,814 2,161 293,660 7,782 1,070,474
1886 5,969 2,264 8,233 5,784 786,607 2,202 295,889 7,986 1,082,496
1887 6,093 2,334 8,427 5,979 817,095 2,204 287,842 8,183 1,104,937
1888 6,279 2,410 8,689 6,148 846,174 2,258 297,630 8,406 1,143,804.
1889 6,455 2,428 ■ 8,883 6,264 866,456 2,252 306,591 8,516 1,173,047

. 1890 6,674 2,470 9,144 6,433 884,604 2,303, 313,292 8,736 1,197,896
1891 6,863 2,551 9,414 6,604 903,963 2,367 326,937 8,971 1,230,900
1892 7,070 2,592 9,662 6,812 925,581 2,381 324,086 9,193 1,249,667
1893 7,295 2,702 ' 9,997 7,021 946,771 2,487 330,966 9,508 1,277,737
1894 7,518 2,810 10,328 7,195 999,212 2,555 331,196 9,750 1,338,408
1895 7,696 2,892 10,588 7,411 1,014,180 2,607 307,665 10,018 1,321,845
1896 7,943 3,017 10.960 7,657 1,132,536 2,719 317,514 10,376 1,450,050
1897 8,211 3,144 11,355 7,917 1,170,931 2,831 337,951 10,748 1,508,882
1898 8,572 3,253 11,825 8,259 1,222,577 2,893 351,554 11,152 1,574,131
1899 8,923 3,339 12,262 8,498 1,283,092 2,963 349,701 11,461 1,632,793
1900 9,415 3,187 12,662 9,009 1,419,698 2,927 322,706 11,936 1,742,404
1901 9,961 3,153 13,114 9,661 1,472,568 2,928 359,044 12,589 1,831,612
1902 10,484 3,189 13,673 10,239 1,633,224 2,951 374,032 13,190 2,007,256

70 (474)
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19Ul'紀末におけるフランスの共済組 合 (上）

表 1 共済組合の組合数と組舍員数の推移(続き）

ギ度
M 合 総 数 同，意 組 合 自 由 組 合 総 計

同意組合 自由組合 総 計 組合数 組合貝数 組合数 組合貝数 組合数 組合買数
1903 11,078 3,203 14,281 10,776 1,716,897 2,960 383,830 13,736 2,1Q0,727
1904 11,892 3,221 15,113 11,451 1,981,862 2,977 394,582 14,428 2,376,444
1905 12,711 3,221 15,932 12,218 2»330,244 2,983 414,724 15,201 2,544,968
1906 13,575 3,224 16,799 13,080 2,663,092 2,992 404,927 16,072 3,068,019
1907, 14,343 3,204 17,547 13,890 2,787,774 3,041 400,483 16,931 3,188,257
1908 14,998 3,177 18,175 14,346 2,858,785 2,958 384,135 17,304 3,242,920
1909 15,612 3,176 18,788 14,420 2,922,403 2,918 379,337 17,338 3,301,740
1910 17,900 3,179 21,079 15,832 2,933,679 2,806 367,862 18,638 3,301,541
1911 •— — 一 16,130 3,088,189 2,690 359,159 18,820 3,447,348
1912 一 -- 一 16,431 3,165,807 2,641 346>762 19,072 3,512,569
1913 -— -- — 16,442 3,351,451 2,443 344,786 18,885 3,696,237
1914 -- •— 12,315 2,340,793 1,544 230,937 12,859 3,571,730

ここでいう「組合員」には名誉会長は含ま注(1 ) .この統計には公益ホ誌組合及び黎校共済組合は含•まれない。
れない。
また，この統計と本文中で引用した数値とカ诺干異なっていたり，4̂ニ度カレ-:ipずれていることがある< 

(2 ).1853年から18ァ0年までの報告を提出した組合数は公表されていtrい。

たが，彼は，共済組合に対して徹底した保護と統制を与えることによって，その活用と無ぎ化を積 

極的に推進したのであった。 この政策はかなり成功したというべきであろう。それは，第二帝政期 

の経済発展や政治的安定といった社会状況にも大きく負っていたのであろうが。ここに於て，共済 

組合は一っの公認の制度となる。第三共和政期には，共済組合はもはやかってのものではなく，純 

粋に相互扶助的な組織に近づいていた。共済組合は，19世紀末から20世紀初頭にかけての社会保障 

成立前のフランスに於て， 民的教済制度の一*っの柱としての地位を® 保するに至るのである。（表 

1 .参照)。

第 二 享 共 済 組 合 の 制 度

前章で，19世紀末から20世紀初めに於て，共済組合が社会的にどのように位置付けられるに至っ 

たかを概観したが，次に，共済組合をより具体的に，その制度の面から見てみよう。

既述のように，19世紀末は法制上に於ても共済組合制度に大きな転換が見られた。19世紀後半期 

のほとんどの時期を力ヴァーしていたのは1850年法と1852年政令によって作りだされた共済組合制 

度であったが，世紀転換間際の1898年に新法が制定され，新しい典済組合制度ができたのである。 

そこでここでは，まず， 1850〜52年法令をとりあげ，そのあとで，1898年法がそれをどのように改 

定したかをみてみる。ついで，補助金制度や財政車情に，共済組合制度の特徴をみてみよう。

注(22) ポールニボンクムル（J. P au l.B on cour)は，兆済組合の成功が労働組合を-共済活動から遠ざけた原因であると述べた 

力’S rサンディカリスムJ に共済組合のこうした様態の反映を読みとるととはできよう。Lavielle, op. d し, p. 7 4 .な 

お，ついでに言えぱ， L a u r e n tは両大戦問期以後無箸に増如した企業内共済與合に着HIし 共ifr組合と労働界との"Pf 
統合の必要性を主張している。Laufent, oA Cな.，第 3 部参照0
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第 一 節 1850〜5 2年法令 （l e g i s l a t i o n )下の共済組合

19世紀後半のフランスの共済組合制度は，1850年 7 月15日に国民議会が制定した共済組合法（1« 

loi su rles Societes de secours m u tu e ls)と権力奪取後にルイ* ナポレ.オンがだした1852年 3 月2G 

日の政令（le decret organique dii 26 m a rs1ね2)によって，その基本的な样組が設定されたo' これ 

らはいずれも共済組合を監視し，それを統制下におくことを一つの主跟として.いるが, 反面，統制 

を受け入れる組合を積極的に保護育成していくことを目指していたことも忘れられない。雨者のう 

ち， とりわけ1852年政合は，節約によって悲i i を後和し， t た，異なる社会階級を結びつけで社会 

平和を維持しようとする観点から共済組合を称讚していたナポレオン三世が，1850年法を補足修正 

し, 以後の共済組合制度のカナメともなっていく「同意共清組合J を定めたものとして重要である 

が，ここに見られる政策方針は，単に既存の組合を r アメとムチ J によって懐 柔するというにとど, 

まらず，政府自らが同意組合の発展を推し進めるというものだったといえよう。

1850〜52年制度は，その後,個々に修正されつつも1S98年法が制定されるまで機能し続け，共済 

組合の普及と定着に貢畔したのである。

2
以下では，まず，1850〜52年法令の下での共済組合制度の全体に共通する特徴をとりあげてみよ

(24)
共済組合の分類二月革 :命下では届出だけで団体の設立が認められたが，このようにして

設立された共済組合は「認可共済組合（soci6t6s de secours mutuels a u to r is6 e s ) jと呼ばれ，これ

対して1850年法は「公益を承認された共済組合（soci6t6s de secours mutuels reconnues d’utilit6 

pu b liqu e)jを創設する。1852年 3 月の政令は，更 に 「同意された共済組合（soci6t6s de secours 

mutuels ap p ro u vees)jという力チゴリを設ける。その結果，1850〜52年法制下では3 種類の共済組 

合が存在することになった。

これらのうち公益承認組合と同意組合ははとんど同一^の制度下におかれていたが，認可組合はそ 

れらとは全く異なっていた。前二者は政府の共済組合政策の枠内で恩恵と保護と統制を与えられる 

ぜ、, 後者は，一定の制約を課されるにせよ，法に違反しない限りは行政当局とは無関係に活動する 

ことができた。

注（23) Maurice Encognfere, Les Societes de Secours Mutuels, Bordeaux, 1904, pp. 87-88.
( 2 4 ) とこでの共济組合の分域は汰fit上の分類であり，こうした分鋭のはかに，地域的な共坑組合， 業的な共済組合，ま 

教的な兆済組合, 照生が労働者のために設なした共済組合などの分頼もなされる。宗教的な共済組合や屈主の典済組 

合については, Hatzfポd, op. cU，t pp. 207-209. .及び E ‘ Levasseur, Histoire des classes otwri^res et de 
Vindustrie en France de 1789 a 1870^ 2® Edition, Tome II, P a r i s ,190も pp. 22レ222,参照。
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19世紀末におけるフランスの共济組合（上) 

b . 構 成 員 組 合 員 は ，掛金を拠出し各極の給付を受ける権利をもつ普通会員（membres par‘

t ic ip a n ts )と，拠出や贈与を行うが媒約に定められたなんらの給付をも受けることのできない名誉
(25)

会 員 （membres lion ora ires)とにわけられる。

C 目 的 1850年法では，共済組合の目的は疾病，負傷，障害への一時的救済と葬儀費用の支 

仏とされた。失業給付や老齢年金は禁止されていた。1852年政令に於ても同様であったが,.老齢年
,  C26)
金は条件付きで認められることになった。

d 地 域 1852年政令の第1 条は，共済組合が有用とされるコミューンごとに市町村長や司祭

のIff•煎によって組合が設立されると，地域的共済組合の設立促進を表明していたが，この方式は，

共済組合がコミューンの枠を越えて拡大するのを禁止することによって補完されていた。例外的に，

人口千人以下のコミューンに於ては複数のコミューシにまたがって-"つの共済組合を設立すること

ができたが, 原則として，共済組合はその本部所在地のあるコミューン以外で活励することはでき 
(27)

なかった。’，

共済組合制度の内容は，組合のカテゴリによって異なるので，次に，各力チゴリごとにその制度 

を見てみなければならない。まず，共済組合の第の力チゴリである同意組合からとりあげよう。 

この組合が公定の共済組合であり，最も重要で代表的な共済組合となるからである。前にも述べた 

力' ; , ナポレオンヨ世がこの組合を設けた意図は明瞭であって，労働者の自発的な r将来への準ソ 

制度を援助することで社会の安定を目指すと共に，特典付与と貝*返りに共済組合を政府の保護監督 

下に置き，労働界を帝政に結び力けようとしたのであった。 .

かくして，同意共済組合に対しては種々の制約や義務がI I される。同意組合となるためには，共 

済組合は知事から「同 意 （approbation)：! を得なければならないが，その場合，次のような条件を 

受け入れなけれぱならない。

( 1 ) 各，組合の普通会員数は，知の特別の認可がない場合，500人を越えることはできない。ま 

た，普通会員の入会は総会での多数決によってのみ認められる。

( 2 ) 各組合の会長ほ国家元首すなわち皇帝が任命する。事務局員（membres du bureau) は組合総 

会が任命する。 ；

(3) 「同意」を得るためには，組合規約を内相か知事に審査してもらわねぱならない。また，知 

事の事前認可なしの規約修正は禁止される。各組合は，每ゴら会計と道徳の報告を内相に提出

注(25 ) 有産階級が名替会貝として共济祖合に加入すれば, 陽級对立の緩和や労働者の道德的教イ匕に役立つぱかりでなく，組 

合め資金はmかになり，組合の普理も改善-されると期待された。Hatzfeld, op. d t ‘, pp. 203-204.
(26) Encogii6re, op, cit,, pp, 93-94. Albert Chaufton, Les Assurances^ Tome I, P a r i s ,188も p. 261
(27) Charles GuiIhaunion> L3s SociUH de Secours Mutueh et leur coHconrs a VAssurance ouvyieye  ̂

Montpellier, 1901, pp. 59-60, Laurent, op, p, 40.
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( 4 ) 各組合は,その組合員数が100人以上の場合は3,000 f r . まで，100人未満の場合は1,000 fr, 

までしか手許に置くことはできない。超過分は供託金庫（Caisse (les depots et consignations) 

へ預金しなけれぱならないo 

政府はこうして同意組合の認可権を持っことによって，共済組合のあり方に大きな影響を及ぼす 

力S 上述の譜条件は,必ずしも同意組合の存立や実際の活動にとって障害とは感じられなかったよ 

うである。組合員数の制限が大規模な組合の出現を抑制する効果をもったことは否定.しえないにし 

ても，19世紀後半期に於て, この最大組合員数に達するような組合は稀であって，平均すると1 組 

合あたり‘200人をほとんど越えていない。 '

会長の皇帝任命制は，同意共済組合をその内部から監視するという意図に基づくもので，それは
(28)

1864年 6 月18日政令によって会長の任期が5 年とされ， 5 年ごとの審査が導入されることで強化さ

れ，1850〜52年制度の中で最も重大な組合への干渉と考えられてい'た。それ故，帝政が崩壊すると 

この点は直ちに改められた。 1870年の 9 月と10月の二つの政令は同意組合会長の皇帝任命制を廃止 

し，組合員が会長を適ぶように改めたのである。会長の皇帝任命制が同意組合に隠然たる圧力とな 

り，その活動に制約を加えたのは間違いないであろうが，組合側の自主規制もあったためか，樊際 

にはこの問題でトラプルが発生することはほとんどなかった。皇帘は，会長職にふさわしい人物の 

リ人 トを組合に提出させ，ごく稀な例外を除け•ば，その中から会長を選んだ。政府の公式の回状 

(circulaire officielle)は， 「彼 （会長）は，組合員には政府の保護と好意を > 政府には組合の賢明 

で良効な管理を保証するJ のであって，組合の自由を奪うものではない，としていた0 

そのほかにも，同意組合は，名誉会貫の加入を「同意」取得の一つの基本条件として課されてい

る6 そして，1852年 3 月政令は，一定数の名誉会員を有する同意組合に対する特権として老齡年金
(29)

の設定を認めたのであった。 -

それでは，こ.うした条件を受け入れてr同意J を得た共済組合はどのような特典を得たのか，次 

に列記してみる。

( 1 ) 法人格が付与された。組合はその名において不動産を賞借し, 励産を所有又は質借し，贈与 

や遣贈を受領する—— 但し，知事の認可か国務院（Conseil d’Etaり の政令による承認が必要 

一~- 権利をもつ。

( 2 ) コミューンから組合の集会場所，運営や会計に必要な帳簿 • 手帳類が無料で提供される。

( 3 ) 同意組合に関係のある証書の印紙税や登愈税は免除され，またホ町村葬式税 （droU munici-

> i ( 2 8 )会廣任期を5ギとすることによって，もはや会長職に不適当と判断された人をその職務からはずすことが可能になっ 

た。この政イサは，組合にとってもゾラスの効をもっていたという0 Eiieogn6re, oA dt., p. 109.
(29) Ibid,, pp. 108-110. Maurice Block, DicHonnaire de I'adfHinistration franqaise^ 2。Edition, P a r i s ,188し 

article «Soci6t6s de secours mutuels)) No, 28 ct 37*
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19世紀末におけるプランスの共済組合（上）

p a lsu r le s  convois)のあるとろでは，その3 分の 2 が組合に払戾される。貯蓄金庫 （Caisses 

d*epargne)や供託金庫への預金が可能—— 既述のように，一部は锁制されている—— で，そこ 

では特典として年4 .5パーセントの利子が保証されていた。

( 4 ) 組合解散の場合，国教院の管理により，組合員に有利な配慮がなされうる。

( 5 ) 組合指導者への働章の授与。

( 6 ) 政府補助金め供与。 これについては第3 節参照。

( 7 ) 1856年 4 月26日政令によって老齢年金基を（次章第3 節参照）が創設されると，その基金を禾li 

用した年金の有利な設定が認められた。 ■

公益承認組合は，同意組合の制度ができる前に, 1850年 7 月15日法によって設置された。この組 

合に関する規定は1851年 6 月 14日の政府規則（le r^glenienしd’administration publique)や1852年 3 

月26日政令によっても補足されている。 ‘

18S2年 3 月の政令によっで, 公益承認組合も特典供与の面では同意組合とほとんど同一*の制度下 

に置かれることになるが，1850年法はこの組合に対して同意組合より厳しい条件を定めていた0

その第1 条では, 公益団体としての承認を希望する共済組合は，次の唐類を添えて請願を提出す 

ることとした。（イ)規約を記載した公正証書。 これは印紙 • 登録税を免除される。規約には，組合の 

目的，加入や除名の条件，.組合員の権利，鍵出金額，拠出の時勘や方法，資金投資の方法，組合運 

営の方法等が示されていなければならない。（ロ)公証人に保誰された組合員名簿。(ハ)内部規則。

■ 請願は知事に提出され，内相を経て国務院へ送られ，それを認める場合■は国務院の政令が出さ 

れた。この形式は手間がかかったし，費用もかかった。しかも，規則のちょっとした變更でも，そ 

のたびごとにこの形武が綴り返されねぱなちなかった。

1850年法は，また，公益承認組合に次のような条件を課していた。

( 1 ) 組合員数は .100人以上2,000人以下であること。但し農村コミューンの組合にあっては100 

人未満でもよい。

( 2 ) 組合員100人以上の組合では3,000 i n の超過分，100人未満の組合では1,000 fr. の超過分 

を供託金庫に払込む。（同じ条件が，I852年政♦ で同意組合に課されている。）

( 3 ) 組合のすべての集会には市町村長や助役が列席しうるものとし，またその日時は3 日以上前 

に予告されねばならない0 、

( 4 ) 組合の解散には政府の認可が必要とされる。

( 5 ) 公益711認組合は，每年，知事と市I盯村長宛に財政活動報告を提出しなければならな.い。（これ

注(30) Encogn^re, op. cit.t pp* 130-132,134 Guilhaumon, op. cU,, pp. 6レ62. Block, op, eit‘, article «Soci6t6s 
de secours mutu6ls》No, 29,
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(31)
は認可組合にも課されており，1852年政♦ で同意組合にも課‘される）。

とうした条件を満たして公益を認された組合には，1850年法では，次のような特典供与を認め 

ていた。

( 1 ) 法人格の付与。

( 2 ) 個々の組合員に認められた預金の合計額に等しくなるまで，貯蓄金庫に預金することができ 

る。

< 3 ) 1,000 f r . を越えない現金や励産の贈与 ‘ 遗贈は知事の認可によって，不動産や1，000 fr. 

以上の動産の贈与，遺贈は国務院の政令による認可によって，その受領が認められる0

(4) 会場所，組合の運営や会計に必要な帳簿類は，無料ヤ取得しうる。

( 5 ) 組合に関係するすべての課書は印紙，登録税を免除される。

これらは，ほとんど，1852年政令によって同意組合に与えられる特典を先取りしたものであるが， 

その政令の第17条は，改めて，公益承認組合に同意組合に認められた特典を与えると規定した。結 

局，特典の面での雨者の差異は，前者が不動産の所有権を有していたという点だけであった。同意 

組合にはこの権利は認められていなかった。だが，不動産所有は公益承認組合が不動産質資料を取 

得するのを可能ならしめたが，これは必ずしも利子保証された供託金庫への預金より有利とは言え
(32)

なかったようである。

公益讓認組合は，特典供与の面では同意組合とほとんど同じでありながら，より厳しい条件が課 

されていたのである。19世紀後半期を通じて，公益ス1^認組合の数は僅少のまま—— 1900年において 

も18組合—— にとどまっていた。 ■

5 •

二月本命は結社の自Ellを認めたから，その後の短期間のあいだに多数の共済組合が設立されたこ 

とは既に指摘した。当初の完全な結社の自由は1848年 7 月28日政令による団体設立の市町村当局へ 

の屈出制導入によって制限されることになる力' ; , それでもまだ，この時には共済組合を解散させる 

には裁判が必要であった。1850年共済組合法はその制度に变吏をもたらした。組合設立の自由は否 

定されないにせよ，政府が国務院の勧告に従って組合の活動停止や解散を命ずる権利をもっことに 

なった。1852年 3 月26旧政令は, この方向を更に進め，旧来の事前認可制への復帰を決めた。すな 

わち，20人以上の団体の設立は事前の認可を必要とすると定めた刑法第291条と，知事はそれらの 

131体に活動停止や解散を命ずる権利をもち，その決定は上?诉されえないと定めた1834年 4 月10日法 

第 1 条が復活したのである。

権力からの関与を避けた認可組合には，基本的には，こうした組合艦视的な粋組があっただけで

注 (31) Ettcognもre, op. cU., p p . 101- 103, Block, op. d t "  article «Soci6tes de secours mutuels)) N o ,10,11 6t 18,
(32) Encognere, op, cU., pp. 105-106.



19111;紀まにおけるフランスの共済組合(上）

(33) ,

ある。若干の® 保をおかねばならないが，この組合は統制からも恩恵からも「自由」な組合だった 

わけで，多くの点で同意組合や公益承認組合より不利な立場に置かれていた。元利合評8,000 fr. 

まで貯蓄金||}1に特別口座をもつことができるという程鹿が，認可組合に認められたはとんど唯一の 

恩恵であっ'て, それ以外は，同意組合に与えられたどの恩恵をも享受できなかった6 法人格を認め 

られていないから民事實任能力もなく，. それ故，颇与一遺贈を受けとることもできなかっ7? )̂

認可組合にも若干の義務が課されてはいた。 年，財政報告を提出しなけれぱならず，組合総会 

を開く場合には5 日前に知事か都長の認可を求めなければならない。共済組合としての活励も制限 

されている。しかし，これらも同意組合に対する政府の統制とは次元を異にすると言えるであろう

政府は同意組合の発展を推進する立場から認可組合の「同意」取得中請を敝迎し，そのために便 

宜を計っていた。1852年 5 月29日の内相の知事苑回状によれぱ* 認可組合が「同意/を希望した時 

に組合規約が修正を要求されるのは，それが3 月26日政令の精神に反している場合だけて、あった。 

すなわち，皇帝による会長任命，名誉会員の加入，失業給付の禁止といった基本的条項は組合に受 

け入れられねぱならなかったが，それ以外の点については知事の栽量に委ね，組 合 が r同意」を取 

得しやすいように配慮していた。

認可共済組合は，種々の困難にとり囲まれていたが, 他の 2 種顔の共済組合にない自由と権力へ 

の半独立の姿勢を保持していた。組合を自由に運営し，会長をg 分たちで任命し，欲するままに資 

金を使用することが ' きた。少なからぬ典済組合がこうしたま由を求め，またその姿勢に引きつけ 

られて認可組合であり続けた。

第 二 節 1898年 による共済組合制度

1850〜52年法令は共済組合制度の振興を一つの柱としてそれなりの効東を発揮し，弗済組合制度 

の発達と定着に貢献した0 また，その制度の基本的枠組は変わらなかったにしても，その後に出さ 

れた数々の政令などらよって，その制度は絶えず修正されてきていたし，法の视定からの逸脱もあ 

る程度は黙認されるとともあった。とはいえ，その制度の他の一つの柱は共済組合の活動の監視と 

統制という点に置かれていたから, 第三共和政に入って暫くして典済組☆制度の改正が譲题となっ 

たのは当然のごとといえよう。

二つの道が考えられた。前制度の规定から時代遅れになった条項や専制的な条項を削除するとい

注（33) J. D ra k e ,《Le projet de loi sur les Societes de secours mutuels)) Revue Politique et Partementaire, 
juillet, 1897, p. 83, Block, op, cit., a r t ic le《Sociも de secours mutuels》Nos. 3-6,

(34) Encogn6re, op. dL , p- 9 9 -このはかに，認可組には，老齡ィP金全国金庫への處W ,及びそこから即時終身ゴP金を 

購入するととが認められていた。Block, op. cit； article((Societ6s de secours mutuels))No. 8 .また♦ Itt要なこ 

とであるのだが（lons m m u ie lsといき名目での贈与の受け取りは可能であっすこ。

(35) Encogn^re, op* cU‘, pp, 89-92‘ Block, op. cU‘, a r t ic le《So(；i6t6s de secours mutuels)) No‘ 38-

、 、 一一 77 {481) …
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うやり方と，全く新しい立法を制定するというやり方である。後者の道が選ぱれた。1881年11月19 

日に下院# 霧局に共済組合法案が提出された。署名者はHippolyte Maze, Jean A u d iffre dらで 

あった。1882年 3 月18トコには政府の法案も提出され,，I I法案密議のための委員会が設置され， 1883 

年11月12日に下院で可決されるe 1886年 6 月24日に上院で修正案を可決，下院に戻されて再び修正 

され, 上院では委員会が設置された。共済組合問題に挺身した上院委員会委員長M aがの死去で 

法案通過が遅れるが，1892年に上院で採択され，また下院へ戻され，社会保險委A 会へ付託され修

正の後 1897年に下院を通過，上院で若干の修正をして下院へ送られ,そこでそのまま可決されて

1898年 4 月 1 日に公布された。

この新立法は，前制度が共済組合を監視，統制する意図をもっていたのに対して，組合活動への

好意的な監督を計ろうとするものであった。共済粗合を3 力チゴリに区分するという形式は維持さ
ひ?）

れるカ％ 認可組合は，以後, r自由組合（Sociaも l ib r e s ) jと名称変更され，これらの組合に対する

恩恵付与は增大した。

2

1898年共済組合法が作りだした制度はどのようなものであったか。以下では，まず，共済組合全 

体に共通する規定について見てみよう。 ， .

共 済 組 合 の 活 動 目 的 共 済 組 合 は 「将来への準備J の団体として次の目的のうち一つまた

は複数の目的達成を因るものと定義された6 (イ)普通会員及びその家族に对レて，疾病，貧傷，障言 

の場合に給付を与えること。（ロ)普通会員のために老齢年金を設立す今こと。（ハ)普通会員のために， 

生 存 • 死 亡 ，災害の個人又は団体保険を契約すること。（ュ)葬儀費用を支給し，死亡した普通会員の 

直系尊族，寡 婦 （夫)，孤兄に給付を与えること。（ホ)そのほかに，付随的業務として,別途の拠出

によって支出をまかなうという条件で，職業講座や無料職業紹介所—— その後，取消された一一-の
(38)

設置，失業手当の支給が認められる。 ■

普通会員の家;^ に対する疾病，愈傷，障害給付の支給は，前制度の共済組合の目的には含まれて 

いなかったが，19世紀末には少なからぬ組合で実施されていたことで，新法は追認して,それを正 

式な共済組合の目的としたのであった。遺族給付のま:給も，同じように，個々的に実施されていた 

ものの制度化である。 '

また，死亡，災害の場合の0 体保険奨約は1868年 7 月11日法によって認められていたが，生存 . 

死 ，災害の場合の個人保險契約は新法で初めて認められた。失業手当のま:給は前制度の下では禁 

止されていた。新法の審議過程でこの項が原案に追加されたが，立法者は失業手当の普及を促進す

注(36) 1898ィfi斯組合法の議会内審議経過については，Encogn^re, op. ciL, pp. 148-154. Lavielle, op. cit., pp. 54-57.

#Mo •
(37) Eiicogn6re, op. cit" p. 204.
(38) Daniel Mass6, L/igislation du T ravail at lots ouvrieres, Paris et N a n c y ,190も p. 690.
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(39)
るという意図はもっていなかった。

前記の目的のための団体であっても，そのメンバーの一部に，他の者を犧牲にして特別な利益を

与免ている団体は共済組合として認められなかった。この規定は組合員間の平等を定めたもので，
,  (40)

トンティ年金組合のような団体は共済組合から排除された。

b 構成員共済組合が普通会員と名誉会員から清成されるという点は以前と同じであるが， 

新法では，名誉会員が逆境に陥った時に普通会員として加人できるようにすろための規定を親約の 

中に含めうるとした6

以前は，名誉会員が組合役員となっX いたが，新法では，秘密投票によって普通会員力、名誉会員 

の中から役員が選Wi'れるとととされた。1898年法に於ても，名誉会員は組合への貢献がかなり期待 

されていた。

この時期まで，共済組合は，長い間，名誉会員を求め続けてきた。その結果，共済組合には過去

のどの回体にも見られなかったはど多くの商人やプルジョア，そして諸企業が集まった。共済組合

は政治的，宗教的に中立の立場をとっていたので国民の中に敵をつくることもなく，団結と協調の

シンボルとなったのだった。しかし，会長や役員に選ぱれるために総会に出席し投票を依頼して

くる名誉会員の存在は, 教ぎが発達して労働者も組合を管理できるようになり，またそのことを望

むようになってくると，結局，彼ら間に一種の不快惑を作り出すことになった。少なかやぬ共资

組合員がそこに我慢し難いバターナリメムを感じるようになっていった名誉会員の存在は組合員

の尊厳を危くL , 相互扶助と連帯という典済組合の方法にふさわしくないとして，名誉会貴を廃止
(4り

する組合も少数ながら現われた。 . ;

新法では，婦人や未成年者が共済組合の構成員となりうることも明文化された。婦人も■ 既婚 

者は夫の輔佐なしに- — 組合を設立したり，それに加入できるし，未成年者も法定代理人（repr6. 

sentant 16gal)の干渉をうけないで組合に加入でぎるとされた。

共済組合の管理運営は市民権のある成人のフランス人に委ねられねぱならず，律:ら同-^国籍の外 

PI人から構成される共済組合一一省♦ による認可が必要一だけを別とすれぱ，外国人はその管理
(42)

運営には携われないことになっていた。 .

C 共済組合連合前制度は共済組合がコミューンの枠を越えて拡がることを禁じていた。こ 

の点が，19世紀が終りに近づくにつれて，典済組合の活動にとっての最大の枉糖と感じられるよう 

になる。前制度は共済粗合に対して活励目的の制限と組合員数の制限それに地域的制限:を課し，そ

注(39) Encognere, op, ciL, pp. 156-161, 1 6 3 ,なお，失業手当の場合もそうであるが，共済組合の動同的に合まれるこ 

とになった職業講座や職業紹介は，1898年法成立以前に若干の实例が存在していた。 Guilhaumon, op. ciL, p. 214.
(40) Lavielle, op, cit., p. 62,
('}り Ibid., PP. 68-7 0 ,とはいえ，名誉会貝がItt要なiff；-化であるととに変わりはなかった。名誉会員数について，表 7 参照。 

(42) Mass6, op, cU‘, p. 691, Encoguere, op. cit., pp. 174-7. 、
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れらは三位一体となって- "つの制度を作りあげていたのであるが，産業化が進展し共済組合活動へ 

の期待が増大し，その救:済機能の拡大充実が求められるようになると，とれら三つの制限はおのず 

から相:S：に矛盾しあうものと化してしまった。

1898年法は共済組合め活動目的を拡大すると共に，組合員数の制限や地域的限定を撤廃し，組合 

拡大，大規模化めための新しい方式としてf■共済組合連合（Unions de societes)jを導入したのであ . 

る。それによれば，各共済組合は，次の目的のために，その独g 性を保持しつつ共済組合連合を結成 

することができる。（イ)共済組合の活動目的とされている救済業務のための組織設とりわけ薬局 

の創設のため。(ロ)艇居した普® 会員受け入れのため。（ハ)転居者の終身老齢年金の支払（rらglement)の 

ため。（こ)組合が対処する各種リスクのための相互保臉の組纖化，とりわけ老齡年金金®や長期疾病 

や長期にわたる活動のための数組合による共同保険創設のため。（ホ)無料職業•紹介サーヴィスのため0 

共済組合連合という制度の導入は，以後の共済組合の急速な発展の礎となると同時に，共済組合 

を大きく変貌させるととになる。

d 法 人 格 、共済組合の三分類という伝統は受け継がれたが，新法では，规定にかなったすべ 

ての共済組合が法人格を認められ，裁刺に出廷する権利をもち，司法挟助を受けられるとした。従 

来，贈与等の受領を認められていなかった認可組合（自由組合）も含めて3 種類の共済組合とも， 

格差を伴いつつも贈与，遣贈を受けとれることになった。

1884年 3 月21日法—— この法肆によって,労働組合も公認されることになった一一に従って設立 

された職業的組合（syndicats professiontiels)で，その規約に相互扶助を規定している組合も，条 

件を満たすことにより，共済組合に与えられた特與を享受できることになった。

共済組合での決定は，組合規約に則って行われ，委任状による投票も認められた。選挙等の有効 

性に闕しては，治安利事に異議中立てを行うことができ，その判決は更に破毀院へ付託することも 

できるとされた。

また，前制度の下でもすベての共済組合に財政報告の提出が義務付けられていたが,新法におい 

ても，全組合は, 毎年第一四半期に知事を経由し' 内相宛に1892年11月30日法で規定されている統 

評報告の提出を義務付けられた。

e 年 金の保護老 齢 年 金 全 国 金 庫 （次学第3 節参照）に関する1886年 7 月29日法は，この金庫 

を利用した共済組合が組合員にま給する年金の360 f r . まて，を譲渡，差押禁止とし，事実上，年金 

全額を保護したが，1898年法はすべての組合に対してこの規定を保 ! Eし，更 に 3,000 f r. までの 

保険元金，(les capitaux a ssu rS s )も譲渡 • 差押禁止とした。

f 解 散 共 済 組 合 の III発的な/评•散は，解散のための総会に於て，登録組合員数の過半数且つ 

出廣者の3 分の 2 の多数によって可決される。栽判所によって解散させられる場合は管財人が任命 

される。解散の場合，そのI時点で満期になる樊約以外は, 拠出金の-払戻しは行われないみ清算は規
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約に従って行われ，初審载判所検事 (procureur de la Republique)の請求により，载判所によって 
_  (43) .

嚴認される。

S 高等，審 議 会 1850〜52年制度下に於て，同意共済組合の設立と発展を促し，1852年 3 月政 

♦ の実施を監視し，またその.ために■必襄な規則（instructions et rdglem ents)を準備することを目 

的として，.内務，裹務 ♦商務智に•共済組合促進監視高等參員会（Commission superieuie d’encoufa-

gement et de surveillance des societes de secours m utuels) との名称は第二帝政の共済組合政

策を要約しているが設置された。この委員会はナポレオン三世が自ら議長をゥとめたが，帝政 

崩壊に伴い，1870年10月19日の内相命今 (a rre te )によって改められた◊

189^年法下では，.内務省に共済組合高等密議会（Conseil superieur des societes de secours mut- 

« e l s )が設置され，旧委員会の監视的性格を仏拭した類似の機関として，その業務を引継いでいく。 

この審議会は36名のメンバーから構成され，その半数は同意組合や自由組合といった共済組合界の 

代表で, 他の半数は有識者や政治家から選ばれ，内相が審議会の会長を努めることになっていた。 

その内部には7 名からなる常任委員会（section pennanente)が置かれた。審議会は，共済組合に 

関する規則や補助金の分配等々，共済組合活動に開するあらゆる問題について勧告し，また'，共资 

組合の統計を作成することを職務としそいた。

1898年法では, 省令によりその規約を「同意J された共済組合が同意組合としての権利を享受で 

きるとされていた。前制度の組合統制的侧面が取り除かれた結果，組合の安定的運営が可能かどう 

力、力' ; 「同意」の主要基準となり，「同意」取得を希望する組合に対して広く門戸が開かれることに 

なった。新法では次のように規定されている0 「同意」は次の二つの場合にi か拒否されない。（イ） 

組合規約が法の規定に適合しない場合。（ロ)規約が支出に応じた収入を準備しないで傑誕付老齢年金 

(retraites garan ties)や生存，死 亡 ，炎害保険を設定した場合。

「同意」の諾否は3 か月後に決定され, 拒否の場合にはその理由も示される。‘同意組合が規約を 

変更した場合には新たに「同意」を得なけれぱならない。規約を遵守しない場合や法に違反した場 

合 に は 「同意」を取消される。「同意4 の拒否, 取消，いずれの場合も組合は国務院に提訴できる。

同意組合に与えられた特典も幾分拡大された。同意組合一 • 同意組合連合も含まれる一 ■は，国 

務院の政令によって組合の運営業務や救護务務（service d’hospitalisation) のために必要な不動産 

が取得できるほか，組合財産の4 分の 3 まで不動産を取得，所有し，厳 売 ，交換することも可能と 

なった。それに伴い，同意組合も，国務院の認可を条件として不動産の赠与*遺贈の受け取りが認 

められることになるり

注([43) Mass6, op. cit" pp. 693-695‘ Encognire, op‘ cU,* pp. 201-202. E. Leyasseur, Questions ouvrieres et 
industrielles en France sous la Trolsihne Republique, Paris, 1907, pp. 791-792.

(44) Masse, op, ciL, pp. 695-697, 、

—— 8 1 (4 8 5 )  •

19世紀末におけるフランスの共済組合（上）

■



rさ田学会雑誌J 72巻4 号 （1979年8月）

前制度から引続き， j ミュンは集会場所や帳簿類を同意組合に供給するが，コミューンが財源 

不足の場合には県が肩代りするとされた。新たに認められたいくつかのコミューンや県にまたがつ 

ている組合の場合，こうした義務は，第7^に組合本部所在地のコミューンが，次いでそのコミュー 

ンの属する県が負担することとされた。 .

葬式税の払戻しや印紙* 登錄税め免除—— WjM ，不動産の所有権，使用権の移転は免税対象とは

ならない一 は̂前制度が継嚴されているC

同意共済組合の資金は貯蓄金]i や供託金庫へ預金するか，国債や国庫債券（bo«« du Tresor) や 

他の国家保誰証券，あるいは県• 市1%村債券，不動産銀行（Credit fo n c ier)債券，利子国家保証の 

フランス铁道債券に投資されねばならず, 且つ，組合所有の証券姨は供託金庫に預けられねぱなら

ない。同意組合が利用する供託金庫の当座預金口座（compte courant disponible) や元金非譲渡制
(46)

老赠年金共同基金口座は，老齢年金全国金庫と同じ利子を保証されていた。 -

同意組合やその連合は，また, 自治金庫 （Caisses autononies)の設立を認められた。 この金ぽの 

機能については1901年 5 月25日の政府規則で決められたが，それによれば，こ の は ，（イ)老齡年 

金 , ( ロ)生存の場合の保険，（ハ)死亡の場合の保險，（ニ)災害の場合ウ保険，の四サーヴィスにのみ携わ 

ることができ, 各サーヴィスはおのおの別会計でなければならず，死亡保險を設定するには加入者

数 力 000人以上，老齢年金と生存保除を設定するには2,000人以上が必要とされるなど，厳しい制
(47)

約の下におかれた。

道徳や財政状況の報告唐の提出，帳簿や調書類の知事，郡長，その代理人への提示も同意組合に 

義務づけられていた。

• 同意組合が解散する場合には，知事又はその代理人の監督下で以下のように清算が行われる。 

組合資産から， B 第三者への負債総額，（こ)終身年金や死亡. 生存，災©保険の奨約遂行に必要な 

額，（£0組合創設以来，■ . 県 . コミューンによって与えられた補Bjj金の総額，及び贈与，遺贈の総 

額，という順位で負債の支払，補助金等の-仏戾しが行われる。P1の補助金は共済組合補助基金口座 

(compte de dotation des Societes de secours m u tu e ls)(次節参照）へ , 県やコミューンの補助金はそ

れぞれの金® へ炭される。退遺される贈与，遣贈は，寄贈者が清算の場合の使途を決めている場合 

はそれに従い，そうでない場合は共済組合補助基金に加えられる。寄贈者やその相続人には戻され 

ない。 .

第三者や組合員との契約のための支仏のあとで，さ)の支仏のために十分な資金がない場合は，国， 

県，コミューン及び寄贈者の間で拠出額に比例して払炭しが行われる。さ)の支払のあとでも組合資

注(45) Ibid,, PP，699-701. Encogn^re, op, cU,, pp. 209-214.
( 4 6 ) 禾IJ子保諷，即ち，国まによろ利子差額補填の問題は，1898年法成立過程の大きな問題の一つであったみ/ PP* 217- 

223. Di^ake, art‘ ciL, pp. 85-86*
(47) Encogndre, op. cit" PP* 255-258.

82 (486)



産に余剰があれば，年金や年手当（indemnity an nuelle)を与•えられていない組合の普通会員に，各 

自の拠出総額を越えない範110で，その総額に比例して余剰資まが分配され，それでも残高があれぱ 

補胸基金に回され4ニ） . . ■

4
1898年法の下においても，共済組合やその速合が，公益団休としての讓認を得る手続きは1850年 

法の規定が踏襲されている。公益承認組合に課された義務やそれが享受する特典は，ここでも同意 

組合と同じであり，やはり唯一の差異は不動産に対する権利の大きさであった。新法は同意組合に 

も不動産の所有権を認めたが，それには組合財産の4 分の 3 までという制限が課されていた。とれ 

に対して，公益;承認組合は，前制度から引続いて，なんらの制限なしに不動産の所有• 取得 • 服売， 

交換が認められていた。とはいえ，新法によって三つの力チゴリの共済組合の差が一層縮まった結 

果，. 公益嚴認組合の有利性は相対的に低下したといえよ’う

5

新法は認可組合の名称を自由組合と変え, 事前認可制を撤廃し，当局への届出だけで自由組合を 

設☆ ：できるものとした。共済組合を設立する場合，組合創設者は，活動開始の1か月前に，組合規 

約と全役員の住所氏名 ‘ 役職名のリストを2 通，組合本部所在地の郡役所か県庁に提出する。親約 

には，組合所在地，組合員め加入や除名の条件，事務局の構成，役員の選出方法とその任期 . 権限， 

普通会員の義務と特典，拠出金の金額と使途，組合解散の条件と清算の方法，老歸年金制度の様式 

と内容といった事項が記載される。設立の届出は，直ちに県知事や郎長から市町村長へ伝達される。

旧制度は認可組合を知事の一*方的な解散権の下に置いていたが,，新法では，組合が目的から逸脱 

した場合は郡の民事栽判所（ie tribunal civil de I’arrondissement)が組合の解散を宣告するとして， 

解散権を栽判所に移すとともに，その判決に対して控斬の道を開いた。

1898年法のリペラルな性格は, 自由組合とその連合に対する恩恵供与の面にも見られ,’この組合 

も，以前と較べれぱ遥かに多くの権利を認められた。栽判所への出廷，司法扶助の適用，保險契約 

の就i結，年金や保険元金の保護などは，初めてこの種の組合に認められた の である。

勿論，他の 2 種の共済組合と較べれぱ，自f±|組合の極利は少なく，認められた法人格もより限定 

されていた。自由組合は，業務用設備として動;^ を所有し，不動産を賞借することができるように 

なったが，不動産は，その業務になくてはならないもの以外は所有を認められなかった◊ 贈与♦遺 

贈は，それらが動まであれば，知事の認可を得て一~ T複数の県にまたがる組合の場合，国家元首の 

政令による認可を得て—— 受け取りが認められた。 この場合，寄赠者がその使途を決めていなけれ 

ぱ，受領を認めた認可*令 （les arretes ou decrets d’autorisation)がその使途を決める。だが，不動

19tll：紀末におけるプランスの共资組合（上）

注 M assも op, cit‘, pp. 707-708.
(49) Encogn^re, op. ciL, pp. 263-264.
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Mass6, op‘ cit" pp. 691-692, 695, 698.
Encognfere^ op. cU., pp. 205-208,
iu b in o w は，この時期のフランスの救済制度を，御 lii腐險制度の前段階として,》^voluntary subsidized sickness 
.nsurance", "system  of government subsidy to voluntary insurance"とか"voluntary subsidized state 
びsteins of old-age insurance"と分頼している。I. M. Rubinow, Social Insurance, London, 1913, p. 27 & 
?4 5 .フランスの制他をr補助金付任意制度j と呼ぶのは妥当であろう。

Guilhaumon, op. cit‘, pp. 66-68. Encognもre, op. .cit, p. 1 1 2 . .  '
Ibid., p. 118 .この年，JM太子誕生に際して，ナポレオン三litは，50万 f t * .を老婦年金基金のために寄付した0 もな， 

P . 121.

rさ旧学会雑誌j 72卷4 号 （1979年8月）

産め贈与 • 遣贈は直ちに譲渡するという条件で，その使途についても認可を得た場合にしか受け取
(50)

りが認められなかった。これちの想定に反した場合，をの贈与，遣贈は無効とされた0

新法の下に於ても，自由組合はその資金の自tilな使用が認められていたかわりに，国から'の補助
、

金は与えられなかった。政府は「同意』取得条件の大幅なぽ和によって，引続き自由組合の同意組 

合化を促進ずる。政府のリベラルな政策により，自由組合はもはやはとんど増加しなくなる力V  20 

m‘紀初頭に於ても，自由組合のもつ白発性や独立性は相S 扶助の原点として少なからぬ支持を集め
(51)

ていた6 ：

第 三節 共 済維合に対するt i 助金制度

. 政府が共済組合一正確に言えば同意共済姐合—— の発達を積極的に推進していたことは既に見

てきたが，この節では，共済組合fc■対する補助金のi 給という面から * 改め 't：その事契を見てみ 
(52) '
る0

I 1850〜52年制度下の公的補助金—— 共済組合補助基金（Fonds de dotation des Societes de

secours m u tu e ls)による老飾年金共同基金への補助金支給*  .

1852年 3 月26日政令は，同意紙合並びに公益承認組合に対して補助金を与えることをうたったが， 

第二帝政政府は, 成立後間もなく，1852年 1 月22日と3 月27日の政令によって，没収したオルレア 

ン家財産の売却収益をもとにして1,000万む ‘ の 「共済組合補助基金J を設置することを決めた。 

1853年11月28日政♦ は，この補助基金の资本を供託金庫に仏込むことを決め，それは毎年40万 fr. 

の利子収入をもたらすと考えられた。当初は，との基金の収益は新設の共済組合に創設費（indem­

nity de premier etab lissem en t)として与えられたり，流f j 病などめ不可抗力で赤宇に•なった共済 

組合を助けるのに充てられることになっていた。1853年 2 月 1 日政令は，組合設立促進のためにこ 

の基金から50万 f n を引出したが，当時はまだ同意組合も少数であったので，補助基金の利子収入 

も全部は使用されなかった。

ところが，老齢年金共同基金の設置を決めた1856年 4 月26日政合以後，補助基金は援助の主要对 

象を変える。この政☆ は老齢年金基金設立のために補助基金から'20万む . を控除するが，以後，補
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19111：紀まにおけるフラソスの共资組合（上）

助基金は老齢年金の設立促進を主目的とするようになっていく。

1857年r ，補助基金からの手当（allocation)支給が規則化される。前年に老齡年金共同基金に拠 

出を行った共済組合に対して，（イ)普通会員L人にっき1 f r . 並びに，（ロ)組合拠出額の5 分の 1 , を 

補助基金から手当として支給することが決められた。 ' ,
との親則はI860年まで毎年正され，1868〜69年にも改定されて次のようになった。老齡年金共 

同基金に拠出した組合に対'して，（ィ)普通会貫1 人にっき1 fr. , (ロ)組合拠出額の4 分の1 , ( ハ)55歳 

以上の普通会員1 人にっき，さらに1 f r . の補助金を与える。但し，補助金総額は，（ニ)組合拠出額 

■ 贈与 . 遣贈は組合による拠出とはみなされない一一を越えることはできず, ( ホ) 3,000 fr. また 

は普通会員数を3 倍した金額を越えることもできない。

1884年にも改定があり，補助金総額の規制に関して, 咐の部分が，普通会員1,000人以下の組合 

では 3,000 fn  , 1 , 0 0 0 人を越える組合ではぜ通会員の3 倍の金額, 但し，最高でも1 万 fr‘を越 

えることはで:きない，と改められた。

この間，I860年 3 月24日政令は補助基金の1,000万 fr♦を 3 % 国債の購入に充てることと.し，そ 

れによって437,500 f r . の年利子が得られることに()?る。また, 1871年の政令によるr陸海軍退役 

.軍人相互扶助組合救済事業委員会（Comit6 de rCEuvre de patronage des soci6tes de secours mu- 

tuels entre anciens militaires des arm も eS de terre et de mer)j の解散に伴い★1878年までに 

39,339 f r . か補助基金に払い込まれている。

政府の老齢年金共同基☆に対する奨励策は，同意組合自体の増加と相俟って年金基金への跡出の 

増加を導くことになる。やがて, 政府は，継続的な補助金抑制措置にもかかんらず，補助基金の収 

益がすべて老齢年金共同基金に吸収されてしまうという事態に出会う。1880年には，親則に則った/ 
補助金額が補助基金の利子収益を15,651 fr. 超過し政府は議会に追加予算の漆認を求めなけれ 

ばならなくなる。以後，この事態は進み，国庫支出による補助は，1881年に16方 f r . , 1 8 8 8年に40 
万 f r . , 1 8 9 2年に67..5万 fr‘ と増大し 1895年には81万 f n にまで達し£ 〉（表 2参照） ， ‘

E 1898年法制度下の公的補助金

1
1898年法は，前制度から引続いて同意組合と公益嚴認組合に対•して補助金を支給することを定め 

ていたが，その目的は以下のとおりであった。（イ)共同墓金または個人手帖を利用した老齢年☆の設

注(55) Ibid., pp. 122-125, J. Barberet, Z-2s Societes de secours ucutuels, Commentaire de la loi du avril 
1898, Paris, 1899, pp. 17-21.

(56) この時jtfjの長ルj公放は，常に発行価格が額を下回ゥて、たので，まrfii利率が3 %であっても樊質利率は4 〜 5 %に 

. 速していた。ま恒夫 rフランス資本主義と租税J 東京大学出版会，1967かこ，lOGjIto
(57) Chaufton, op. cU‘, p, 273, Guilhaiimon, op, cit,, pp. 68-72. Encognもre, op. cit., pp. 126-128.
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立を促進するため◊ (ロ) 1895年 1 月 1 日以降に支給された年金で',その金額が国の補助金を含めて 

360 f r . より多くない^ ^金を改言するため。（ハ)組合員数の関係で老齢年金を設定していない組合に 

補助金を与えるため。

こうした補助金は，内相が共済組合高等審議会の勧告を得て決定した越則に従って分配される。 

前制度の補助全が老齡年金への補助に傾斜しすぎたことから，新法では，流行病や不可抗力で一時

的に困難に陥った共済組合を救済するために，補助基^ ^や国庫からの補助金のうち総額（l a c t i f  to-
(58)

t aり の 5 % を限度として高等審議会が決定した金額を，毎年分配の前に予め徴収することにした。

1900年 4 月30日に出された二つの省令のうちの一方はこの方向を更に進め，従来の老船年金補助 

一辺倒の制度を大幅に改定し，新しい補助金分配規則を定めた。各同意組合または公益ぜ:認組合は 

以下のよb に補助金を受けとることになった。(イ)組合の老齢年金への拠出額の4 分の 1 , (ロ) a ) . 老 

lifi年金サーヴィスと疾病サーヴィスとを保謀している組合の普通会員1 人につき 1 fr. , b ) ,老齡 

年金サーヴィスだけを保証している組合の普通会員1 人につき50サンチ ー ム ，（ハ) さらに，a ) . 老齢 

年金サーヴィスと疾病サ一ヴィスとを保誕している組合の55歳以上の普通会員1 人につき I f n ,  b). 

老齢年金サーヴィスだけを保証している組合の55歳以上の普通会員1 人につき50サンチーム。

補金の総額規制は 1884年改定の時と同じで , ( ニ)普通会員数1,000人以下の組合では3,000 fr. 

以下，1,000人を越える組合では普通会員数の3 倍の金額以下，但し，最高でも1万 f r . を越えない， 

(ホ)いかなる場合でも補助金は紐合の老齢年金への拋出額を越えない， と決められていた。

ここでは, 三つの点で大きな改定が.なされていた。第一に，従来補助金支給の対象とならなかっ

表 2 老齢年金共同基金へ拋出した共済組合の捕助のための国庫支出

年度 国;Tiimi (予算）額 実際の支出額

1881 160,000 fr. 112,664 fr.
1882 160,000 151,390 .
1883 160,000 236,781
1884 160,000 282,338
1885 360,000 ' 306,221
1886 310,000 328,207
1887 365,000 319,280
1888 400,000 337,883
1889 450,000 382,193
1890 475,000 430,287
1891 625,000 423,539
1892 675,000 450,506
1893 1,125,000 11) 723,275
1894 775,000 455,400
1895 810,000 516,872
1896 810,000 563,504
1897 810,000 630,321
1898 810,000 未確定 ‘
1899 860,000 (要求額） ~ -
仓計 9,300,000 6,640,661

山所，Barberet, op cit., p . 16.

注( 1 ) 割増給与金（majomtion) のため 

の予算も含まれているものと思われる。

注(58) M ass6, op. cit‘, p. 704.
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た個人手帖制の老齢年金も，この補助金に関しては共同基金制の老齡年金と同等に扱われ*そのい 

ずれかに拠出をしている共済組合は老齢年杂を設定している組合とみなされることになった。第二 

に，老齢年金サーヴィスのほかに通常の共済組合活動である疾病保険のサ一ヴィスを行っているか 

杏かによって補助金額に差をつけた。前制度が老齢年金を有する組合ぱかりに補助金の受給資格を 

与えたため，普通会員に老齢年金を支給することだけを目的とする共済組合一一•老齢年金專f»j組合 

(sociもt6s speciales de retraites) _ が設立されるようになった。この組合は各種のリスクに対し 

て保障をしている共済組合と較べて，少ない抛出で多くの補助金を得ており，188CKF▲代からその不 

公平が問題となっていた。この措置は，直接には，そのことに対してとられたのであるが，共済組 

合の疾病保険サーヴィスの機能が見直されたのだとも言; ^ よう。第三に"^第二の点の延長上に考 

えられるが一一，老齢年金サーヴィスを行わず，疾病保険の活動しか行っていない共済組合に対し 

ても補助金を支給することにした。1898年法に記戦された補ゆ金支給目的の第三えの項目(ハ)は,同法 

の委員会原案には見られなかったもので，議会審議の過程で追加された。この結果,疾病保険サー 

ヴィスのみの共済組合も；fぽ年普通会員1 人につき50サンチームの袖助金を支給されることになっ 

た。この補助金については， 1 組合あたり5 0 0む. を越えないとされていた。

1898年法では，また，こうした補助が高解な年金の受給者に与えられて不公平を助長するのを防 

ぐために，組合員に1 日 5 f r . 以上の手当（indemnitds), 360 f r . 以上の年金，年手当 （alloeations 

annuelles)を支給し，また，3,000 f n 以上の生存 • 死亡保険の元金（capitaux)を保有する組合は， 

各種の補助金，登録税や裁判費用の減免といった恩恵を享受できないとした恩恵を享受するには， 

360 f r . 以上の年金を得るために複数の共済組合に加入する組合員も排除されねぱならなかった。 

少数の組合が360 f r . 以上の年金を支給し't：いたが，1898年法以後は年金額を引下げたので,補助 

を受けられない組合はほとんどなかった0 

1900年頃の補助基金の収益は 51方 f n であったが，このはかに，老齢年金への拠出を行った組 

合に対する補助をとして議会が淨:認した国庫支出が，1900年の官庁報告（rapport officiel)で83.5

万 f r . あり，この支出は以後も増加し，190?年には90万 fr ., 1903年には115万 fr ., 1904年には180
(61)

万 f r . と4 年のうちに2 倍以上になった6

補助墓金とそれを補足する国庫支出とによる補助金に次ぐ共済組合に対する第二の公的補助金が， 

老齡年金に対する割増給与金（majoration)である。これは , 1808年共済組合法成立以前に始めら

19世紀末におけるフランスの共済組合（上）

注 (59) ISncognもre ,.り/ cit, pp. 244-248.
(60) Ibid., pp. 253-255.新しい共済組合への加入者は，360fi*.以上の^?-金を得るために複数の典済組合に加入するととは 

できないという規定に違反していないことを巾告しなけれぱならないとされた。但 し 189神ル:i前については，との 

规定は逆!及されず，またこの金航を越えなけれぱItt複加入も可能であった0 ‘
(61) Ibid., p. 245.
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れたもので，譲'会は，1894年に，同意組合と公益承認組 

合によって支給される360 fr. 以下の年金に割增給与金 

を与えるための特別予算をス 1 認している。割增給与金は 

ほとんどすベての年金に与えられ，1897年についてみる 

と，ごの年から支給された年金5 ,2 4 4のうち，支給され 

なかったのは360 f r .を越えた12の年金だけであった。

1900年 4 月 3 0 日の二つの潜令のうちのもう一方は， 

1894年に出された政令の場合と同様に，この割増給与金 

の分配規則を表3 のように定めていた。

なお，割増給与金のための予算額は，1894年に4 0方 

fr ., 1895年に120万 fr., 1896年に90万 fr ., 1897に90万

.表3 割増給与金の分配

個々の年金額 与えられる割増給与金

(fr.)
27—30

(fr.)
5

31—4 0 , 6
41—50 7
51—60 8
61—80 9
81—100 10

101—120 11
121—150 12
151—200 13
201—250 14
251—360 15

(62)
f r . であった。

表4 遺棄された預金の分配

1895年 7 月20日の貯蓄金]i|Iに関する立法は,時効によって谓企者から離脱し貯蓄金庫に帰属する 

預金に関して，その 5 分の 2 を貯蓄金® に，その5 分の 3 を老齡年金への拠出を行っている共済組

合に分配すると定めた。 ’，

こうして，1896年 6 月30日の,宵 報 （Journal o ffid e l)で公示され, 1897年 1 月 1 日で30年の時効

となったこの種の遺棄された預金のうち広告費を差引い 

た 237,339 f r . の 5 分の 3 ,1 4 2 ,4 0 3  f r . が共済組合に 

与えられることになった。1898年 5月 14日政令並びに政 

府規則は，内務省に設置された委員会や国務院の意見に 

従って，この資金の分配規則を定めた。それによれば，

この恩恵を約束される共済組合は，その組合の平均年金 

額に基づいて七つのカチゴリに分類され，各力チゴリ 

ごとに，組合は普通会員1 人 に つ き 表 4 のように手当 

(allocation)を受け取る。

共済組合に分S された遗樂預金額は，1898年に 144,101 fr.
184,841 f r . , 1 9 0 1年に201,080 f r . であった。

共済組合 
の分類

組 合 \ の  
平均年金額

組合の受け取る 
1人あたり手当額

1
(fr.) 

30以下
(fr.)

0.30
2 30—50 0.25
3 51—75 0.20
4 76 …150 0.15
5 151—250 0.10
6 251—360 0.05
7 年企未鼓定 0.15

1899年に155,178 f r . , 1 9 0 0  年に

前の貯蓄金庫への預金は6 慮 f r . であったが，この頃には40億 fr. に達するまでになゥて
(63)

おり，遗棄された想金口座も墙え，この形態の補助金も増加するものと考えられていた

注(62) 
(63)

Guilhaumon, op. cU,, pp. 73-̂ 74.
Ibid" pp. 74-76‘ Barberet, op. cU" pp* 28-29，
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以上にとりあげた各種の補助金は，国家による補助金と言えるが，とれとは训に，新共済組合法 

成立以後，県ゃコミューンが共済組合の発達を促すために補助金を支給する傾向がでてきた。

セーヌ • 1 ，ォクーズ県の県議会は，1900年 4 月28 m こ，（イ)共済組合の存在しないコミューンで 

新設された共済組’合に対して， 2 年の間，普通会員1人 に つ き 6 f n の年奨励金，（ロ)学校共済組 

合 （s o c i a l  sco laires)に対して郡ごとに年 25 f n め補助金，そして，（ハ)60歳以上の老齢組合員 

に支絵される年360 f n 以下の考齢年金に対して10%の割増給与金"~~■但 し 最 高 1 8 f r *まで——  

を支給することを決めるとともに，市—町 ''村に対して，共済組合の発展を促進するために新設組合 

に補助金を与えるように誌えた。これをうけて，内相は回状によって，各県議会がセ一ヌ，ェ ‘オ 

ワーズの例に做い，業務の節約によってできるだけ共済組合に補助金を与;^ るように働告した。

1900年には，県の補助金は2,067の同意組合に対して192,340メ1*., 1 1 9 のま由組合—— 県ゃコミ 

ュ- •ンの補助金は自由組合にもま給された一一に5 ,967 f r . ，またコミューンの補助金は2,600の 

同意組合に481,167 fr. , 247の自由組合に56,507 f r . がま給された。県とコミューンの補助金は,
(64)

1902年には 855,155 f r . であった。

第四節共済組合の財政

I • '
以下では，共済組合のより内部的な制度に目を転じ，その財政面，まずは共済組合の収入につい 

て見ていく。 i

共済組合の収入の大半を占めるものは，当然のこととはいえ，普通会員の拠出である◊はとんど 

の共済組合は, 規約に於て，すべての普通会員に対して平等なr均一拠出 （cotisation unique) ]制 

を採用している。しかも，そのほとんどが拠出金額を月1 f r . としている。19世結末には，均一拠 

出額が 1 i n 以下という組合はますます珍しくなっていた。若干の組合では，この抛出金額が2.5 

〜3 f r . に達していた。 .

少数の組合は，均デ拠出制でなく *■段階的拠出制（systdme de la cotisation graduee)jを採用し 

ている。そのうちの若干の組合は，加入年齢に応じて拠出金額に多少の差をつけている。別のいぐ 

つかの組合は，組合員が，加入時の年婦が何歳であれ退職年龄までに同一善額を拠出することにな 

るような段階的拠出制を採用した。

均一鍵出制は保険技術の観点からみて， リスクの強度に応じた掛金になっていないが，段階的拠

出制も，この点では科学的基礎の上に成り立っていたわけではない。既に, 1850年の共済組合法は

注（64> Encognere, op, ciし, pp. 248-250, LeVasseur, Questions ouvrieres-'-, p‘ 798.
なお, -：}を千の！TAやコミューンでは，189畔法以前から共済組合への補助金々 は給されていたが，18% 年以前にはそ 

め糖の統S十は作られなかった0 Barberet, op. cit., p‘ 29.
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政府公認の死亡，摧病率表の作成をうたっていたのであるが，それは，1898年法施行2 年後に初め 

て出来上がるのであり，民 間 で は ュ バ ル （G. Hubbard)の死亡，權病率表が，唯一，評価を傳て 

いたが，未だにブランスでは科学的な保險技術は完成しているとはいえなかったので、ある。

為一•鍵出制が優勢であった別の事情として，半数以上r 連していた地域的•非職業的共済組合に 

於て，その組合員の多様性のために他の方式を採りにくかったということも指摘できる。しかし， 

均-^拠出制は別の面からより積極的に評価されていたのだということも兄逃せない0-井済組合は相 

互保険の団体であるばかりでなく，博愛機関でもあったのである。均一拠出制のもつ純さと平等 

主義的外観は r相互扶助組合J たる共済組合の特徴に適合的であると考えられていたのである。

しかしながら，均一拠出制であっても，男女の組合員が加入している「混合組合（sod a6s mix- 

t e s ) jの場合，一般に婦人の拠出金は男子より3 分の 1 か 4 分の 1 少なく，時には半分の拠出金と 

決められている。子供が加入している組合では，子供には年拠出金の支払いしか求められない。そ 

の額は地区により異なるが，2 .2〜 3 f r . , 時には6〜 7 f r . であった。拠出が少な.いかわりに,婦 

人への現金手当（indemnit6 pecuniaire)は少なく，子供は医麼 • 薬剤給付しか受けられない。

1897年における共済組合全体での平均年拠出金額は，男子15.37 f r . , 女子 12.65 fr. ，その総 

平均は14.89 f r . , 子供は3.35 f r . であった。 ’

共済組合収入のうち，普通会肩の食担になるもう一つの主要な項目が入会金である。入会金制度 

はすべての共倚組合に存在する。その大多数に於て，入会金は5〜 10 f r . の定額である。入会に際 

しては，不当な入会をチ :n ックするために一定の資格が耍求される◊ すべての組合が加入年齢を制 

限しており，それは一般に40〜45歳であるが，厳格に30歳とか35歳をリミットにしている組合も， 

まやかに55歲としている組合もあった0 年齢が高くなるほど組合に多くの負担を强いることこなり 

がちであるから，19世紀末の新設組合では年齢が高くなるにつれて入会金が適増するという方式が 

広がる傾向を示した。とはいえ，これも科学的根拠に基づいているとはいえなかった。 .

入会希望者は，また，慢性病でないという医師の証明書の提出や医師による診察が義務づけられ 

たり，3〜6 か月の猶予期間後にしか給付を与えられないとされた。

共済組合が, 拠出に基づく権利以上のものを普通会員に保証するとい'う博愛団体的性格をもって

いたということは，名誉会員の拠出や寄付, 公的補助金及び赠与，遣贈が共済組合の収入の少なか

らぬ部分を占めズいたという事まに最もよく示されているが，共済組合のこうしたあり力について

は議論もあったようで，それらが組合に対する援助というレベルを越えて組合の存続に不可欠なも

のとなるならば，共済組合は法定慈善（la charit6 16gale)の制度になってしま*うと力ハ不安定な
■ (66) 

資金に頼らず，普通会員の拠出に遲づいた運営こそが組合永続の絶対条件であるとも主張された。

注0^5) Guilhaumon, of〉. ciL, pp. 99-108.
(66) Levasseur^ Histoire des classes ouvriをr e s pii. 692-693/
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だが，フランス共済組合制度の一つの特徴でもあった名誉会員の拠出や公的補助金等は，共済組合 

の一つの柱として，この時湖には社会的にも経済的にも欠くベからざる必要性をもつに至つていた

といえよう
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îsvzL

0I £"

の

i
n
o
l

IZ5"99t

‘"の

2
9
. no

n

ザ9S*SS9

バ

g
s
T
;
9
*
2

 

S9
のゴ

3
0
s
6
*
s
g

9
5
6
1

6
S
S
I
1

9
i
6 

A
9
S
n

寸

の

r
i

9
0
0

ぶ

パ

s
h
r
s
s

 
の 

2
0
6

ぶ
の
の 

の96

にI

.MJ

Y

 

Zir 

m

 

$

わf

潔

？

お
 

.
i

 fl.i 

制
制
制
ぽ

ふ

.

♦ 

Y

か 

01 

制

?̂?惑

0?
¥
ケ

遂

ネ
 

お
？？？

富0
?

鹏

♦

伽
ゆ 

♦

 

感

顿

タ

頼
.

r(

s
プ

sp 

Sgj;u9d) 

術」
：？！

レ
f
<
?り$¥

|

⑩
価
 

i 

「

♦
ル
紫
鞭」

‘S

■
 

0
1 

Q

H

 

d
s
,

^
m
.
-
i

^
0 1

4
1

 

 ̂

：2
n
l

 
れ 

\
恥」

i

 

節

<(a

■ffl

♦

薪

<n

-ir 

^

ffiR

3

<n

S

M
 

ぬ
概

ぶ
ト
肖
ね
わ

「

W
I
S
U
I 

suop 

レ
パ
る
り

5
1
|
ぜ
§

ペ
霸域

？
-#

S
5
-
^
お
鍵」

^
p
i
,
n
^
u
>
^
H
S
E 

「-î
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表 7 共済組合の名誉会員数と普通会員数の推移

同意組合(1)の組合)^(数 （12月311；)現在） 自由組金《認可組会)の組合数 a 2月31H%在）

年 度 ， 名誉会貝
普 m 会 員 (2)

名誉会貝
. 普、. 通 .会 M (2)

巧 子 女 子 子供 [子 女 子 子供

1853 15,435 60/379 6,267 13,375 195,585 27,215
1854 24,292 90,814 13,219 11,008 . 188,655 23,113
1855 29,798 111,031 17,545 11,636 192,361 24,191
1856 37,431 143,203 24,365 9,850 188,653 23,377
1857 44,160 169,773 32,066 9,373 189,308 25,734
1858 48,580 198,464 37,649 9,486 188,730 24»071
1859 52,282 220,234 44,238 9,096 182,651 25,732
1860 57,324 250,843 51,165 7,813 168,440 24,235
1861 60,220 271,004 53,856 8,771 184,485 27,010
1862 64,871 292,694 59,960 9,010 186,161. 26,348
1863 69,143 316,502 63,451 9,401 189,874 2B,151
1864 76,168 340,996 69,510 9,391 190,754 27,526
1865 87,186 . 385,195 77,148 9,770 194,390 28,809
1866 94,050 416,996 83,744 10,187 201,948 30,230
1867 101,818 436,252 88,350 10,387 193,951 32,037
1868 106,477 458,882 92,009 10,269 201,920 33,041
1869 108,349 463,337 93,592 10,811 204,744 32,800
1870 103,687 444,578 84,323 10,266 180,950 22,141
1871 96,885 ■408,054 80,952 11,042 173,950 21,018
1872 95,731 413,496 80,702 11,839 174,564 22,479
1873 96,008 429,968 83>014 12,280 180,970 23,701 , --
1874 103,502 431.761 85,507 12,259 188,814 24,591
1875 107,779 444,937 88,446 13,361 190,764 26,337
1876 110,798 458,096 92,813 ■14/521 199,361 26,318
1877 115,910 478,289 95,183 15,260 211,905 •29,096
1878 119,312 491,476 99,376 16,263 220,823 30,502
1879 125,538 505,172 101,643 17,508 230,789 31,995 : . . ， ■' .
1880 129,857 528,622 111,991 20,769 18,179 243,901 32,957 2,187
1881 135,810 549,938 113,349 26,916 20,143 242,279 36,015 2,483
1882 141,988 583,531 121,213 24,302 21,528 248,631 35,307 4,241
1883 147,995 595,461 123,559 21,355 21,938 250,062 35,247 4,224
1884 153,039 642,701 129,752 21,296 22,564 254,678 36,402 5,479
1885 158,383 643,612 133,202 21,424 22,974 255,361 38,299 4,117
1886 161,046 , 651,333 135,274 21,569 23,902 257,263 38,626 3,342
1887 167,722 677,016 140,079 21,582 24,553 247,918 39,924 3,944
1888 170,216 702,637 143,537 22,004 . 25,293 257,075 40,555 4 ,151
1889 175,028 720,121 146,335 25,077 23,818 262,933 43,658 4,709
1890 179,197 737,808 146,796 27,351 25,102 268,334 44,458 6,820
1891 184,343 750,901 153,062 26,253 25,207 279,880 47,057 5,582
1892 194,859 770,123 155,458 26,909 ?5,517 277,512 46,574 6,445
1893 200,402 788,285 158,486 ： 28,175 26,852 282,421 48,545 7,296
1894 , 2 0 8 , 4 4 7 805,410 162,066 31,736 28,318 288,417 50,779 8,296
1895 216,247 834,874 170,574 34,335 28,752 265,589 42,076 6,091
1896 224,149 915,483 198,365 43,855 30,018 274,274 43,240 6,824
1897 233,499 940,692 205,811 64,650 31,989 286,521 44,793 6,637
1898 244,632 1,001^361 221,216 66,781 33,935 298,163 46,738 6,653
1899 251,295 1,047,602 235,490 36,813 34,614 294,332 48,681 6,688
1900 258,317 1,153,827 265,871 35,155 34,860 276,631 47,075 8,053 ,
1901 281,569 1,195,533 277,035 53,307 34,220 303,261 55,783 6,563
1902 297,797 1,329,260 ■ 303,964 56,158 37.705 314,897 59,135 10,155
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19世紀来におけるプランスの共済紙合 （上）

表 7 共済組合の名誉会員数と普通会員数の推移(続き）

¥ 度
同意机なの 
名誉会貝

同意組 合の .普 通 会 .賀 . 自出組合の 
名誉会員

自 l i i組 合 の 普 56会 Jil
子 女 子 子 供 5 3 子 女‘子 子 供

1903
1904
1905 (3)
1906
1907
1908
1909
1910
1911
1912
1913
1914

313,455 
341,247 
367,188 
382,286 
397,596 
410,968 
415,875 
436,005 
454,974 
472,125 
494,675 
348,522 .

1,385,009
1,607,122
1,937,130
2,250,874
2,347,159
2,376,452
2,413,816
2,375,537
2,514,102
2,562,135
2,684,905
1,906,342

331,839
374,740
393,114
412,218
440,615
482,333
508,587
558,142
574,087
603,672
666,546
534,451

53,874
55,215

210,931
213,142
225,433
244,850
237,872
239,785
229,582
222*545
215,866

94,936

36,244
36,371
35,764
33,740
34,866
36,335
34,769
34,736
35,492
35,851
34,567
21,129

314,776 
319>707 
341,936 
332,932
330.198 
315,328 
308,393 
297,322
292.198 
283,250 
279,035 
178,882

69.054 
74>875 
72,788 
71,995 
70,285 
68;807 
70,944 
70>540 
66,961 
63,512 
65,751
52.055

12,060 
11,442 
10,902 
10,714 
11,109 
11,854 
11,148 
11,270 
11,673 
12,062 
12,949 

6,529
出所：Annitaire S tatistiqu e , V o l.34 p . 121 et 123 
注OLKとこでの同意組合は「成人の同窓組合J である。

( 2 ) .同ま組合と自由組合の「教通会貝J の r巧子J と「女子 J の 計 は 表 1 のそれぞれの組合の「組合贾数J 
に等しい。

(3). 190$年 {こ,，.337,559名の'組合貝を擁するla Dotation de la Jeun esse  de F ra tic e の 「同意 j  取得。
, ' • ■ . . . . .

このほかに，投資資金からの利子も共済組合の収入の中で大きな部分を占め，•■罰金」からの収 

入も少かくなかハた（ま5, r共済組合の収入j 参照)。

冗

共済組合の最大の支出項目は，病人に対す 'る現金給付 （secours Pねuniaires)— 現金手当 ------

である。1897年において，同意共済組合力は，その平均ま給額は病気1 日につき1 ‘ 26 fr.,認可共 

済組合では t ‘39 f r . であった。それは組合員1 人あたり年に，同意組合では7 f r. , 認可組合で 

は 7,80 f r . の資担となっていた。疾病関連支出でそれに次ぐのは薬剤費として薬剤師に支払われ 

た費用で, ぎ師報酬費をも上回っていた。年金関係の支出も大きな割合を占めていた。

共済組合の支出はその機能と密接に結びついているので，次章において，r共済組合の救済機能J 
> の関係でより詳細に見ることにしよう（表ら[共済組合の支出j 参照)。

. (廣應義ぜ大学大学院経済学研究科研究生）
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